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高知工科大学の取り組み
～教員評価を基盤とするFD活動～
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はじめに

FD活動の目標を定義しつつ、本学の教育改善活動

について、特に本学の特長である教育講師制度に焦点

をあてて紹介する。また教育改善のためのFD活動に

ついて紹介するとともに、FD活動の意欲の限界や、

研修活動の限界について述べる。諸問題を解決する方

法として、本学では包括的な教員評価システムを導入
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した。そのシステムの特長と利点を紹介し、授業評価

の改善効果や、結果(成果)主義からの離脱について

も論じる。

′.教育のためのFD活動と教育改善

1FD活動の目標

大学の目標の1つは、学生に対して良い教育を提供

することである。ただし、概念的に「良い教育」を定

義しさらに目標設定することは、現代社会において教

育の持つ意味の多様性をふまえるとなかなか困難な課

題である。そうであっても、大学が果たすべき重要な

役割として、「教育のためのアカデミックな研究」が

必要とされることは論を待たない。しかし本学では、

大学間の機能分化という観点からも、工学部のみの大

学であって2番目のマネジメント学部が平成20年4

月に開設という環境をふまえると、工学部的表現で言

えば創造的基礎研究よりも創造的・適応的応用研究に

垂心を置く、という立場を取ることが合理的である。

その背景の下に、著者は、FD活動によって促進され

るべき「良い教育」とは、世界一「人が育つ大学」と

いう本学の目標に向かって「教育における多様な目標

や手法の中から最適なものを選び出し、その質と量を

充実させることである」と考えている。その次に、「学

生への学習支援や授業の内容や方法を、改善し向上さ

せるための組織的な取組」を、より異体的な形で行っ

ていく、という流れになろう。
もちろん大学教育とは、単に授業を通して教養教育

や専門教育を実施するだけのものではない。人が育つ

ことを喜びとする教員にとって、次の世代の主人公た

る学生に対して、何を伝え、何を学んで欲しいのかを



考えることが、次の課題である。これは、専門教育中

心のカリキュラムから、プレゼンテーション能力など

の社会人基礎力(社会人基礎力に関する研究会2006)

を教授するカリキュラムへの転換、というレベルの話

だけで留まることはないはずである。学生たちが卒業

後に直面する課題は、その多くが前例のない問題であ

り、それら新しい課題に立ち向かっていく能力と人間

力を伝授できれば、と多くの教員が考えている。しか

し、何をどのようにすればそれが行えるのか、につい

ては本学のみならず全ての大学教員が頭を悩ませてい

るテーマである。このような課題に対する対応は、長

期的な教育目標であり、長期的なFD活動の目標でも

ある。

これらをふまえ、やや狭い範囲で、FD活動の目標

をまとめると「大学全体や各学科における教育プログ

ラムと授業の改善と充実、さらには学生への学修支援

やキャリア形成支援活動を支援し推進すること」にな

る。もう少し具体的に言えば、受験生・入学生に対し

て提示しているアドミッションポリシーで示される目

標を、カリキュラムポリシーやディプロマポリシーの

改善も含めて、どのように各学科での教育に反映させ

るかという課題に対する取組をFDを通して支援する

ことである、という普遍的な結論である。

なお、本学では、教育のためのFD活動にとどまら

ず、教員評価システムを軸として、教員の大学におけ

る活動のほとんどを包含する形でのFDを進めてい

る。本特集は「大学教育の実質化のためのFD活動」

であることから、本稿ではそのような包括的なFD

を、主に教育中心の観点から記述することにする。タ

イトルにあるように本稿は『高知工科大学の取り組み』

についての紹介であり、他の多くの大学と同様な活動

については、それが熱心かつ有効なものであっても取

り上げていない場合もある点を、あらかじめお断りし

ておく。

2継続的および抜本的な教育改善活動

本学では、主に、それぞれの学科主導で新規教員の

採用や科目の入れ替えによるカリキュラムの見直し、

学生に対する学修コンサルテーションの充実、など
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が行われている。また就職センター員である教員を中

心にキャリアコンサルテーションも行われており、そ

れら両面からの学生サポートによって学習効果の改善

が図られている。さらに、面接形式の推薦入試で合格

した学生に対する入学前教育も学科単位に行ってい

る。PDCAサイクルも、大学全体での議論や教育セ

ンターでの議論を軸として、学科長を中心として各教

員が行う活動が中心である。組織として活動する教育

センターの守備範囲は、適正な共通教育カリキュラム

の提供を支援すること、授業改善の情報提供を行うこ

と、学生へのコンサルテーション機会を充実するこ

と、といった活動であり、教育の向上は各学科が主体

的に行っている。それで教育の向上が必要十分に図ら

れるのは、後の章で述べる教員評価の効果が大きいと

考えている。改善が上手くいく限りにおいて、学科が

学士授与に対して責任があること、および学生の学修

状況を把握して個別指導を実施していることから、学科

中心で行われていることはむしろ望ましいといえる。
抜本的な教育改善も必要である。いくつかの方法が

あり得るが、教育プログラムの抜本的な変革と教員の

増強(補充)が大きなものであろう。教育プログラム

変革については、実際に、工学部改編という形で平成

21年4月からの学群制度の導入を準備しているとこ

ろである。また教員の採用については、新規教員採用

時における教育業績の審査、面接と模擬授業による教

育能力の審査が行われており、今後は、教員免許の有

無や授業アンケートの審査なども考慮されることにな

ろう。また、後述する教員評価手法のもとで生き残っ

ていけるかどうかも考慮しており、そのことは教育の

面で、任期を乗りきっていけることを問うていること

になる。
さらに、もう1一つの課題として、前述の教育におけ

る長期的な課題がある。このための議論は、時間が足

りない教員よりも、事務局の教務学生部を中心とする

職員と研究室を持っていない教育講師にお願いするの

が適切であると考え、教育センターの中に総合学習支

援部会を作ってそこで議論を行っている(教育講師に

ついては次節参照)。



3入学生の状況と教育講師団による教育改善

本学における他の大学と大きく異なる特長の1つ

は、教育講師の存在であり、教育が大きく改善されて

いる。教育講師制度導入の背景としては、入学生の状

況によるところが大きい。入学生の基礎学力における

多様化や学習意欲の不足による退学者の増加は本学も

例外ではなく、早急に対応する必要があった。以前か

ら、共通教育では「高知工科大学数学ワークブック」

を作成して全学生に配布したり、独自の英語教材を出

版したりするなどの活動があり、また特に1～2年次

教育担当の専門課程教員の努力によって、教育プログ

ラムの水準にみあう基礎学力の強化を重点課題として

対策を実施していた。しかし残念ながら効果は限定的

であった。高校において文化系進学コースに所属して

いた等、基礎学力のみが不足している場合にはそれら

対策は有効であったが、そもそも学習意欲が不足して

いる場合、および意欲はあるが学習方法がよくわかっ

ていない場合、には当然効果があまり上がらなかった

ためである。そこで、本質的な対応として、「一人一

人の学生と時間をかけて向き合い、抜けのない基礎学

力の拡充を図ると共に、学習そのもののやり方を教え

ながら、それと同時にコミュニケーションカを育成し

て教員や同級生との意思の疎通を促進すること」が企

図された。その活動の中で、学習能力と意欲、および

学内での人間関係の3つが全て形成されることにより

最終的に退学者問題が解決すると考えたわけである。問題は、この活動を誰が遂行するのかということで

あった。今でも7～8割の学生は自分で学修を進め

ていく基本的能力があるので、教員の一般的なスタン

スとしては「自己責任の下に学生に自主的に学習して

もらいたい。それが出来る学生にとってはその方がよ

い」ということである。しかし同時に、最終試験の準

備を十分にしなかった学生に単位を付与することなど

出来ないのはもちろんのこと、そのような学生を呼び

出して反省を促すことや主張を聞くことは、1クラス

の学生人数を考えると科目が不合格と判定されてから

しかやりようがない、というのが実情であった。戦略

無く不用意に学生指導のスタンスを変えてしまうと、

結局、教育の垂心を基礎学力不足の学生に合わせるこ

とになりかねず、高等教育機関である大学として、成

績が上位や平均的である学生の学習意欲に応えること

を一義的に考える観点とは矛盾する。また基礎学力不

足の学生対応のために教員に新たな負担をかけること

で、(主に)時間配分の理由から大学全体の研究力を

下げることも危惧された。

そこで、既存の教員に依存するのではなく、新しく

教育講師という制度を導入して、対応することとし

た。研究業績ではなく教育力の観点で判断して、経

験の深い企業人や高校を退職した教員を中心に採用し

た。教育講師は、共通教育である数学あるいは各学科

の基礎的専門課程において、基礎学力不足に対応する

役割と共に、学習方法、コミュニケーションカおよび

学習意欲を育成する(新設科目の)『スタディ・スキ

ルズ』を担当している。さらに、教育における長期的

な課題についても議論を行うため、教育講師団を代表

する何人かの教育講師と教職員とで「総合学習支援部

会」を縮成した。例えば、学生にどこまで親切な授業

が教育効果が高いのか、専門的能力の教育といわゆる

学士力のための教育とをどのようにバランスするの

か、といった問題にも議論を重ねている。また教育の

ためのFD活動の方向性について検討する会ともなっ

ている。今後行われる全学的な教育に対する取り組み

について、引き続き主導的な役割を果たすことが期待

されている。

甘.大学が推進するFD活動とその効果

1授業の改善

大学としてのFD活動をいくつか簡単に紹介したい。

大学の行う教育のためのFD活動としては、特に、

平成19年度よりの大学院と20年度よりの学部におけ

るFD義務化に伴う対応として、教員のための研修会

である「教育セミナー」の計画と実施を最優先課題と

した。また、学生へのコンサルテーションの効果を高

めるために、発達障害の学生についての研修会や、人

権問題についての研修会なども随時実施している。

大学全体の活動である「教育セミナー」は、教員相

互の授業評価や授業参加をエッセンス的に実施する研

修会である。エッセンス的にというのは、実際の授
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業参観ではなしに、教育本部長が選んだよい授業を行

う教員にその授業の手法や特色を説明してもらった上

で、参加教職員と様々に議論する形式を取っているか

らである。また平成19年度は特に本学の特色GP「学

生の多様化に対応した実践的技術者の育成」の最終年

度にあたっており、それを総括する観点から、それぞ

れの取組ごとに活動の内容や効果について説明しても

らい、それに対する議論を行った。

また、学生による授業評価によるフィードバックも

行っている。多くの大学で実施されている授業評価で

はあるが、本学の場合は、後述の教員評価に直結し

ているのみならず、学内においては教員本人だけでな

く、全ての教職員と授業を受けていない学生も含めた

全ての学生に対しても完全に公開されている点に特長

がある。したがって、科目の履修登録を行う学生は、

シラバスを参照するとともに上級生の授業評価も参考

にして、授業を選択することが可能である。学生に対

して、シラバスによる情報提供に加えてその授業の質

についても情報を提供していることになるため、教員

側に授業評価による改善へのフィードバックがより強

くかかるようになっている。またTeacheroftheyear

の制度もあり、学生が最も優れていたと思う教員を3

名まで自由に記名して投票し、最も票数の多かった3

教員を毎年表彰している。

【高知工科大学の授業評価】

授業評価の質問項目はすべての科目について同じ

で、下記の7つである。間1～6までの回答は

「0.いいえ」「1.どちらかと言えば『いいえ』」

「2.どちらともいえない」「3.どちらかと言え

ば『はい』」「4.はい」の5段階の選択肢から答

える。

間1:教員はこの科目の達成目標を明確に示しま

したか。

間2:教員は学生がその目標を達成するために努

めましたか。

問3:あなたはその目標達成のために努力しまし

たか。

間4:あなたはその目標を達成でき、十分な力が
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ついたと思いますか。

間5:この科目はあなたの今後の学生生活や社会

生活に役立つと思いますか。

間6:この科目あるいはその関連分野が好きにな

りましたか。

間7:最後にあなたの受講状況について質問しま

す。もっとも近いものを選んでください。

(「0.ほとんど欠席」「1.3分の1程度は

出席」「2.およそ半分に出席」「3.3分の

2程度に出席」「4.ほとんど出席」)

㈲

周1と2ぱ担当教月を諸原する.好βで虜ク、ノ野

βと4ば学生が自己評僻'する膚月である。しか

しこわば、学生が努力し、学生に十分滋カがつく

ように教員白身が導くごとができたかを実質府

にばノ野いている。犀にノ野古と6古学_生白身が

この群がの受′諸を今夜どのように盾かしていける

がをノ野いているが、その回答が肯定帝に座るよ

うを教育を教月に求めているとい元石。(赤坂ら

2004より引用)

2発展途上のFD活動

以上のように、教育に対して強い関心と努力が払わ

れてはいるが、残念ながら、長期的戦略に基づくFD

活動の方針やFD推進計画を立案するまでには至って

おらず、そのため、FDに関わる目標や方針、施策に

ついての策定や改訂などについては、PDCAサイク

ルによって着実に改善する段階にまでは到達していな

い。現在は、緊急の課題に対処しつつ、いままでのF

D活動の効果を見極めながら調整を行っているところ

である。それでも、後述の教員評価システムの効果で

FD活動は順調に進行している。ただ、ごく一部の教

員にせよ、シラバスの作成を徹底するのにさえ多大な

労力を必要とするような状況もあり、教員評価の一一部

改正まで踏み込む必要があると考えている。また、望ましいFD活動のあり方から見た場合、い

くつかの活動が発展中あるいは継続中であり、例えば

FD活動に対するホームページでの公開による学内外



への啓発や、非常勤教員を対象とする研修会も必要で

あると考えている。学生によるアドバイザー制度につ

いても、上級生をピア・サポーターとして配置して学

習方法や学生生活全般に対するアドバイスをお願いし

ているのに加えて、各授業科目に特化した学習アドバ

イザーの導入も、検討されるべきである。

3教育のためのFD活動への意欲とその限界

大変失礼ないい方であり、気分を害される方もおら

れると思うし、大学や教育センターを代表して、とい

うことではなくあくまでも私見である、という前置き

のもとで、少し過激な話を書くことにする。

著者は教育センター長と工学部情報システム工学教

室教授を兼務していることもあって、教育活動に対す

る「なんとなく醒めた目線」というものが、程度の差

はあれ多少なりとも大学教員の中に存在することは理

解できる。「醒めた」というのは、研究に例えるとよ

く説明できる。多くの研究はおおむねの予想はあるも

のの基本的にはやってみるまではわからないものであ

り、そこでの失敗が大きな発見や飛躍につながった例

は列挙にいとまがない。その点は大学教員たるもの良

く理解しており、先の見通しというのは研究費助成申

請書に記載した以上のものはなく、成功の見込みも決

して高いとはいえない場合も多い。そうであっても、

研究費を申請し、研究に着手して実験を遂行する、と

いう一一連の作業を意欲的に行っている大学教員は多い

と思う。また国民の税金から研究費が支出されている

という自覚はあっても、失敗に対するプレッシャーか

らの過度の萎縮というものが問題視となるケースは、

工学部ではあまりなく、むしろ定められた研究費や人

的資源を越えて研究活動をしてしまうことが問題とな

るケースの方が多いのではないだろうか。その一一方、教育においては、予想される成果が必ず

しも100%確実ではなく、教育活動補助事業申請書に

記載した以上の見通しが確実ではない場合に、「教育

はやり直せないのでいかなる失敗も許されない」「税

金で行うことに対する自覚に欠けている」「もう少し

予備的に実施してその効果を正確に判定してからでな

ければ本実施できない」「正確な効果判定が出来ない

以上、その効果について論ずることが出来ない」等々

の意見が出てくることになるとすれば、やはりそこに

大学教員の教育に対する「醒めた目線」というものを

感じざるを得ない。研究活動においては、無駄や冗長

なところがあってもよい、それどころか無駄や冗長さ

こそが企業や国立研究所等と異なる大学における研究

活動の要である、という気風の一方で、教育活動にお

いては、教員側からみていかなる無駄や冗長さがあっ

ても許されない、何故なら大学教員は皆忙しいから、

という事になりがちなのは、大学における教育の位置

付けをある意味で象徴しているのではないか。

4FD活動の一環としての研修活動の限界

その意味で、残念ながら、FD活動の一環としての

組織的な研修の活動限界というものを自覚せざるを得

ない。つまり主体的にPDCAの実施に関わる、ある

いはその実施そのものを行っている一部の教職員の努

力がなかなか全体に広がらない、という限界である。

1つ目の理由については、前述の教育においては

教員の作業効率を重視する考え方であり、教育におけ

るPDCAを実施する組織から求められる要請に対し

て、可能な限り簡便に応えようとする動き、に起因す

る。例えばシラバスを作れといわれたのでとりあえず

作成し、成績評価基準が抜けているといわれたので、

「60点以上は合格」という情報量がほとんどないもの

を書いたりすることが相当する。そこでは、シラバス

は学生の便宜のために作成する、という理念はなかな

か伝わりにくく、結局、本学に限らず多くの大学では

教務担当教職員が非常に細かなシラバスの細目を作っ

て少なくても形式だけはきちんとしようと努力するこ

とになる。

2つ目の理由は、もともと研修活動に内在している

限界である。これも研究に置き換えてみると容易に説

明できるので、科学研究費補助金の申請を例に取る。

各大学とも研究促進活動の一環として科学研究費の獲

得に余念が無く、いわゆる「通る申請書の書き方」に

ついての研修もよく行われている。ところが、そのよ

うな研修を極めても「科研費の申請力」は増強される

けれども、本質的な研究力である問題発見能力や研究
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立案・構成力については、その研修により直接的に増

強されるものでもない。研修を受ける中で、毎年研究

サブテーマを見直したり装置の長期的な充実を計画し

たりする中で、間接的かつ地道にそれら能力が上昇す

るのを待つしかない、と主張しても大きな反論は受け

ないであろう。教育の場合も同様に、教育カリキュラ

ム全体活動の調整という観点からの研修とその効用に

ついては、多くの場合、効果が認められるのであるが、

それではそれらのFD活動が直接的に各教員における

授業の質的向上や教育力の強化につながっているか、

ということについてはさまざまな状況があり得るだろう。

∬.FDを推進する手法としての教員評価

1直接アプローチと間接アプローチ

教員の中にどうしても教育は従という考え方が出来

てしまうときに、組織としての大学は、教育力の向上

にどのように取り組むべきであろうか。FDを推進す

るために、ひたすら講演会、授業参観や研修会を開い

ても、そこに教員の最終的な動機付けがなされなけれ

ばその効果はやはり一部教員のみのものとなってしま

うことになる。対応策を考える際に、直接的なアプロー

チとしては、当然より質の高いFD活動を実施してい

くことであろう。しかし、教育センターに関わる程の

教員であっても、限られた時間の中で教育以外の研究

や地域貢献を推進しながら、より質の高いFD活動を

推進することは容易ではない。そこで、昨今では、F

D活動のリーダーとしてFDの専門家を充てて、強力

な推進を図ることも行われてきている。しかし、教育

学部を有するような総合大学とは異なり、本学ではな

かなか困難な手法といわざるを得ない。
そこでこの課題に対して、本学では2つの間接的な

アプローチで対応しようとしている。1つ目として

は、逆説的に研究を推進することである。これは、あ

る意味で伝統的な大学のあり方を見直すことに他なら

ない。そもそも、学生に対して真の意味での質の高い

教育を施すとすれば、それは程度の差はあれ、実際に

研究させてその活動の中で教育していくしかないとい

うのが、伝統的な大学についての考え方であり、本学

が工学部中心の大学であることから、この点はコンセ

ンサスに近いものになっている、と考えている。この

点から、学生への最終段階としての教育である卒業研

究や学位論文研究が、実質的に学会水準に達するレベ

ルであれば、研究と教育のバランスが結果的に取り得

るのではないかと考えるわけである。つまり中途半端

に教育と研究(あるいは教育か研究)を行うのであれ

ば、教育と研究は背反的な要素が強く出てくるのに対

して、研究が十分な水準に到達していれば、研究の先

端に学生を置くことによって、研究そのものが良い教

育の機会を提供することにもなる。ただ、日本の伝統

的な大学でも反省されているように、授業をそっちの

けにしてただ研究させる、ということでは学生にとっ

てあまり教育効果は高くならないし、そもそも本学に

入学するような多様な基礎学力の学生に対しては、

入学当初よりの積み上げ型の学習が必要なのは言うま

でもない。したがって、複雑化した最先端の研究を遂

行するという研究上の合理性からも、学生に対する教

育力を向上させて高い水準の学生を育成する必要があ

る。そしてそれは、単に専門知識が豊富な学生を育成

することではなく、「問題解決型の能力と質の高い人間

性を有している学生」を育成することである、という

点をコンセンサスとしていければ良いということである。2つ目としては、任期制教員のキャリアの中に教育

をうまく位置づけていくことである。

1つのやり方としては、学長による大学のガバナン

スの中で、処遇や昇任、任期の継続などの判断に際し

て、教育に対して強い重みづけを置くことが有効な手

段と考えられる(絹川2006)。しかし、研究を主とす

る意識に変革をもたらすほどの処遇を大学の中で作り

出していくことは、第一義的な教育効果であっても明

らかになるのに最低4年、真の教育効果では何十年も

かかることから、研究型の教員との関係も含めて実際

上の運用は大変なものになろう。実際に、大学教員と

してのキャリアは30年程度になるのに、学長の任期

が4年では、強力な方針の継承がなされない限りは、

教員の方向性を大きく変えるところまではいかないの

ではないかと考えられる。さらには、教育におけるF

Dの実質化を図る観点からも、単なる授業評価得点の

向上を目指しているかのような授業改善活動を大きく
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越えていくことが必要である。

この観点から、教育以外の活動である、研究や地域

貢献活動、さらには大学運営関連(いわゆる管理運営)

に至るまでを含んだ教員評価によって、教員を評価す

ることが重要であるとの考えに至った。そこで、本学

では給与、昇任、表彰、任期更新の全てに反映される

教員評価制度を導入した。この制度は、それ自体が、

教育・研究・地域貢献活動を全て視野に入れた統合的

なFDの役割を持っている。つまり、この制度の中で、

各教員が(教育に関連する3つのポリシーにとどまら

ない)大学の理念と、教員自らが考える教員各自の将

来的な方向とを、ある程度合致させつつ自らのキャリ

アを向上させることが望まれる。これは自らが主体的

に実施する教員団の職能開発ということになる。
さらには「包括的な教員評価」が昇進や待遇と強く

リンクすることによって、結果として、各教員は自ら

の活動に対して責任を取ることになる。これにより、

研究や地域貢献も含めて、教員自らが自分の立ち位置

(スタンス)を決定することになり、自らが望むバラ

ンス、それは大学人としての自覚がある教員にとって

はより適正なバランス、が最終的に得られると期待す

る。これは例えば、教育に対して情熱を持たない教員

がよく言う「研究をしたい」という発言に対して、結

果を付随させているということである。学生による授

業評価が伸び悩んでいても、(研究重視型教員への移

行という観点から)研究業績が着実に上がっていれば

よいが、そうでなければ給与を含めて待遇が悪化する

からである。
このことは、各教員に対して真の「FDの実質化」

を要求することである。教員から見れば、押しつけで

あっても、あるいは自主的かつ自律的であっても、結

果に反映されるFDを実施しなければ生き残れないか

らである。このFDの方向性が教育に向けられた場合

は、一般的な研修や授業参観を中心とするFDよりも

はるかに幅の広い手法が自らの意志によって用いられ

ることが期待され、まさに教育のための「FDの実質

化」が行われることになる。そして、教育センター長

としては幸いなことに、本学の教員評価においては教

育に対する配分がより大きくなっており、しばしばF
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Dの方向性は教育にも向けられている。

2本学の教員評価ステムの概要

本学の教員評価システムは岡村甫前学長により平成

13年度より試験的に、平成15年度より待遇と連動す

る形で本格的に導入されたものであり、他大学のもの

と比較していくつかの大きな特長がある(1)。

1つ目は、教育、研究、地域貢献、管理業務という

ほとんどすべての活動を網羅している点で、授業評価

から教育のみを評価して教育表彰をする、といった

限定版ではない。これは、「教員評価システムを作る

ことは、その大学がどのような教員を好ましいと考え

ているかを表現することであり、そのシステムによっ

て、大学の持続的発展が可能であるかどうかが決ま

る」という前学長の意志の反映であり、この枠内の中

で自らが活動のスタンスを決めていけるところに特長

がある。

2つ目はいわゆるグループリーダーの評価などの

人間による査定の部分が、学生による授業評価を除い

て実質無いところである。本人の査定評価(例えば本

人による活動達成度評価など)はなく、リーダーによ

る評価は、管理業務に対する貢献度、例えば教育セン

ター長が教育センター員としての活動部分のみを評価

する部分、のみであり、しかも、教員個別には変える

ことのできない項目評価や結果評価のみ許されてい

る。したがって方向性の相違だとか、悪意的だとか、

上下関係の難しさ、といった要素は完全に排除されて

いる。また論文一本に対する評価も、インパクトファ

クターなどに基づいて論文誌ごとにあらかじめ得点が

決まっており、論文の中身の優劣評価無しに、著者数

と第一著者かどうかにより自動的に計算される。この

ように、○○活動で何ポイントということがあらかじ

め明示されていることから、大学と教員との一種の「業

務契約」という形にもなっている。
3つ目は結果評価のみである点である。最初に目標

申告を行い、それに対する達成度を評価する、といっ

た要素すらない。努力などのプロセス部分を完全に無

くして、あくまでも、結果として何を行ったか、のみ

を評価している。これは「プロセスの自由度が大学人



の本質である」という意志の反映である。

教育センター活動などを除いた純粋な教育に関する

評価項目は、講義・演習等、大学院学位指導、学生の

外部発表(指導)、一般教材等作成の4項目である。

このうち、指導教員については修士課程主指導教員、

博士後期課程の主指導教員と副指導教員に対して固定

得点が与えられる。学生の外部発表については、[基

本一表彰有り]、[母国語で-母国語以外で発表]、[発

表した学生数]の変数により自動的に計算される(1

人の学生の年間発表件数はごく弱い変数)。一般教材

については、通常の講義に用いるだけのものは除き、

教科書として出版されるなど自分の講義以外にも使用

されることが前提である。よって教育部分に対する教

員評価は、学生の人数と授業評価によって決定される

講義・演習等の部分が大きな比重を占めており、次の

計算式で求められる。

講義・演習等評価得点=

∑[3×(A-1.3)×Ⅹ1×Ⅹ2×Ⅳ1×而]

全ての授業科目

A=授業評価得点(卒業研究や少人数教育科目に

ついては3.0)

ここで授業評価ポイントとは先に説明した授業評

価項目の問7以外の平均点(0～4点)である。

Ⅹ1=1(一般)

=1.2(英語、数学、情報科学、物理2科目、

化学2科目、生物2科目)

=0.3(英語と数学については非常勤講師と

共同で講義を行った場合)

=0.1(放送大学の講義を担当した場合)

Ⅹ2=貢献度(複数の教員が担当する場合は合計

が1、卒業研究は少人数でも1)

Nl=単位数(ただし、基礎数学は2単位、英語

の場合は4/3単位に換算)
授業評価提出数(クラス担当分。卒業研究

等は除き、5名以下の場合は0)

このようにして教育以外からも得られる全ての項目

の評価得点の合計について、過去3年間分の平均点を
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取って、教授、准教授、講師と職分ごとに定められた

基準点と比較する。基準点より評価得点の方がおおよ

そ10%程度以上高ければ、全教貝に共通な一定額昇給

し、低ければ減給となる。どちらにも該当しなければ

年俸は変化しない、という形で処遇と連動している。

基準点は昇給あるいは減給の分だけ変動するので、何

年か後には自分の評価得点レンジに対応する年俸で安

定する。またこの得点が自分の職分の基準点と比べて

連続的に高ければ、任期の更新や昇任が検討されるこ

とになる。教授の場合は、任期の更新はテニュアの獲

得を意味し、終身雇用へと移行する。

3教員評価によるFD推進の利点

(1)授業改善の強制が不要

教員評価によってFDを推進することの利点をいく

つか挙げる。まず、教員評価の特長の1番目に対応す

るのが、授業改善について強制する必要性が大きく減

少することである。教育だけの評価ではないため、全

ての教員が優れた授業を提供することを必ずしも期待

しなくても良い。つまり長期的な視点から見ると、授

業が好きな、あるいは得意な教員が授業の数を増やし

ていく一方で、授業が必ずしも得意ではない教員は、

研究に軸足を置くことによって、ある意味授業と論文

とを交換しながら授業の数を減らしていけばよい。つ

まり全ての教員が無理矢理、優れた授業をしなければ

ならないという義務がない。これは、「授業において

は真剣勝負を要求される一方、勝負を下りることもで

きる」ということであり、大学の側からみると「全教

員参加を前提とするがために授業改善のハードルが低

くなる」ことを避けることができる利点がある。さら

に、FDに付帯するコスト(時間と労力)を縮小する

ことも出来る。例えば、FDのための会議では、一部

教員における問題に対処するために多くの時間と労力

を使うのではなく、より積極的な教員の授業改善な

ど、FD本来の目的にリソースを充てることが可能と

なる。

(2)自主的なFD

教員評価の特長の2番Hに対応するのが、リーダー



の言うことをそのまま実施する必要のないことであ

る。それに代わって、教員のキャリアとしての教員評

価を高めるため、自らの研錆としてのFDが行われ

る。その点で動機付けが行われているため、大学とし

てはFDに関する基本的な情報を提供するだけで、教

員各個人におけるキャリア形成の意欲によって推進さ

れ十分FDとして機能する。ただしこれでは、一見各

自がばらばらに活動して全体として発散するようにも

見える。しかし、「大学人としては、何をすればよい

かは自ら考えるべき」であり、また各学科や大学の中

で、同じ教育プログラムを推進するという観点で協力

関係が促進されるはずであり、実際にそうなってい

る。これはある意味、学生に期待する態度と同種のも

のである。新任教員に対してはまず教員評価に対応す

ることを要請し、5年の任期の中で自らの活動を自身

でプロデュースすることになる。
また自主的なFDの別の利点として、均質化を目標

としていない点が挙げられる。学生の個性を生かす教

育を行うためには、まず教員の個性を生かすことが必

要である。学生の長所を伸ばす教育を行うためには、

まず教員の長所を伸ばすことが必要がある、との視点

に立脚して、教育を良くするための具体策の多くの部

分は、教員本人の自主的かつ独創性に任せている。そ

のため、本学では、あえてFD委員会などの組織化は

行わず、またあえて強制的なピアレビューなどの相互

監視的な活動を行っていない。

(3)結果重視による形式主義からの脱出

教員評価の特長の3番目に対応するのが、結果(成

果)重視によるいわゆる形式主義からの脱出である。

FD活動における陥葬とは、例えば委員会と報告書作

成をきちんとこなしたが、全体としてみると授業の質

の向上はあまり図られていない、という事態である。

また、シラバスは中身こそが大事であるのに、全科目

のシラバスセットの形式を整えることに時間のほとん

どを使ってしまう、ということも起こりがちである。

本学におけるFDのための活動は、単なる学生のため

の活動ではなく、本音で言えば教員の教員評価得点を

向上させて、もって教員のキャリア形成を支援する活

動でもある。したがって結果評価に対応するために、

形式よりも効果を重要視して改善を図らなければなら

ない。例えば、研修会などに出席してもただ漫然と聞

いていては意味が無く、何らかの形で利用できるノウ

ハウを獲得する必要があるし、逆にそのような効果的

なノウハウを提供できなければ出席者が激減すること

になる。

(4)学生のFDへの主体的な参加

本学では学生による授業評価得点がある程度教員の

給与を決定するため、学生に、自分たちも授業での重

要な位置を占めているという自覚が生じる。

もちろん授業評価は人気投票ではないので、大学と

しては、教育における3つのポリシーを学生に周知す

るとともに、厳格な成績評価を導入しておいた上で、

学生の側からその授業は将来のため(キャリアアップ)

に有効であったかどうか、を判定材料に加えてもらえ

るということに期待する立場である。特に、十分な力

がついたかどうか、今後の学生生活や社会生活に役立

つと思うかどうか、を評価する設問にその意図があら

われている。また、自分たちの評価が学内全てに公開

されていることが、授業評価を実施する意欲を喚起す

る効果があることは言うまでもない。さらに、他の学

生が高い授業評価をしているという事実は、努力不足

の学生にとって、自分の成績が悪いことを教員の授業

の所為にすることが出来ない、という状況をもたらし

ており、学生の努力を喚起する効果もある。

4授業評価にみる教員評価システムの効果

実際に、教員評価システムがどの程度授業の改善に

寄与したかを科学的厳密性をもって示すことは困難で

ある。特に本学の場合、開学以来不断に教育改革が行

われているため、教員評価システムの導入前後におけ

る単純な比較はできない。そこで、あくまでも参考に

過ぎないという点をふまえつつ検証したい。

図1は、授業評価得点の全科目平均値の年次変化を

示している。工学部の5学科と、共通教育の数学・英

語の別で表示し、共通教育の他の科目等は科目数が少

ないので入れていない。高得点を維持し続けている社
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会システム工学科や英語科目、あるいは順調に授業評

価を増進させている物質・環境システム工学科や数学

科目はともかく、他の3学科については平成14年度

から平成17年度の間にゆらぎゃ改革疲れとも見える

状況がみられる。ところが、教員評価得点が3年間蓄

積されて給与変動が開始された平成18年度以降は、

3学科の授業評価も目に見えて改善され、急激な伸び

を見せている。入学者のケアとか、教育プログラムの

改善などが付帯しており、単純な教員評価システムの

効果とはいえないかもしれないが、そのポリシーであ

る「結果主義」的には授業評価の劇的な改善をもたら

しているのである。

2.5。」〕

5結果主義からも離脱

語句的にも話の流れ的にもやや矛盾するが、結果重

視の教員評価の逆説的な帰結であり、その効能でもあ

るのが、本節のタイトルともなっている「結果主義か

らも離脱」である。本学の教員評価における特長の1

つであるが、業績と給与・待遇は連動してはいるが線

形関係にはない。つまりある一定以上の評価を獲得し

ていればそれ以上を目指すかどうかは本人の裁量と

なっている。そうでなければ、例えば授業において適

正な方法ではない結果重視の教員評価と給与・待遇連

動が行われた場合、一部特定の教員の場合に限られる

であろうが、授業内容や成績において学生に対する過

度な迎合が行われ、教育の質的向上をかえって妨げる

場合もありうるだろう(米国での極端な例がサックス

2000)。

授業評価得点の年次変化

一一〇-物質・環境システム
=知能機械システム

エ電子・光システム
S情報システム

ー「生一一一一一社会システム

一一・X‥英語(共通教育)

…+‥数学(共通教育)

(主な)給与

変動開始

H14　　　H15　　　H16　　　H17　　　H18　　　H19

年度

図1　授業評価得点平均の年次変化にみる教員評価による給与変動開始の影響
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この点も含め、しばしば受ける質問の1つに、学

生の授業評価は給与を決定できるほど正確なのかどう

か、というものがある。本学では、前述のように年俸

が1段上がる、不変、1段下がる、の3つしかない

ので、複数科目の総和で計算していることも含めて、

その程度の精度はあると考えている。逆に、精度が

その程度であれば、教員は必要以上に高い授業評価を

とっても意味がないことを背景として、学生に対して

中身でも単位取得でも迎合する必要はない。さらに、

本学の教育プログラムでは、必修科目がないため結果

として甘い採点結果を得ることが出来ない、という状

況が作り出されており、これにより、ある授業がうま

く成立しなければ、「教員はその授業を担当できなく

なる」ことと、「学生はよい教育を受けられず単位も

もらえない」こととが同時に発生する。これによって、

お互いに授業で真剣でなければならないという状況が

ある程度構築されており、学生も弱いながらも結果主

義の中に含まれている。そのため、逆に学習時間とか

補講の数とかにはそれほどこだわらなくても大丈夫と

いうことになる。
この仕組みは、逆説的ではあるが、学生の自主的な

学習に委ねる部分を多く残し、「授業では丁寧に教え

ますが、それをものにするのは学生諸君の予習復習

の問題であって、そのような努力なしに授業内容の理

解や応用にたどり着けないのは、学生諸君の責任であ

る」、という気風が残るということである。実際、著

者の場合は、これは教育センター長としてではなくあ

くまでも一一教授としての私見であるけれども、教員評

価は4点滴点で3点付近がむしろ適正であり、それ

以上の高得点を取った場合には、その年度の授業水準

が学生水準に比してやや易しすぎたのではないかと考

え、翌年度は難易度を少し上げるように改善している。いずれにしても大事なのは、授業評価という結果を

どのように捉え、それに基づいてどのように授業を改

善していくかという方向性に自由度があるという点が

重要である。その点について授業評価が一時的、ある

いは連続的に下がることがあっても全体のカリキュラ

ムとの整合性をとりつつ、卒業時までに学生に必要な

能力を身につけさせるという方向性を奨励するシステ

ムである点が重要である。

おわりに

以上、高知工科大学では、教員評価システムをFD

活動を促進するために積極的に利用していることを紹

介した。著者の能力不足でったない説明となった点を

お詫びしつつ、大学におけるFD推進のために、良い

意味でも悪い意味でも参考になれば幸いである。

最後に、蛇足ではあるが、教員評価やそれを利用し

たFDについては、教員評価システムを導入した岡村

甫前学長が語るべきであり、著者などが私見を交えて

語る資格はないのではないか、というご批判を受ける

かもしれないので、あえて簡単に言い訳を述べさせて

頂きたい。実は著者は、教員評価システムの原案作成

と導入に当たって、他の2名の教員とともに岡村前学

長の命を受け、企画室員として主体的に関与し、各評

価項目についてその導入意図とそれを反映するための

得点計算方法について詳細な検討を行っている。また

導入後は企画室を離れて入学センターや教育センター

で活動する中で、教員評価システムがどのように機能

しているかについても実感することが出来た。また一

教員としては、5年任期を、自らが関与した教員評

価システムの実験台として過ごした。何とか再任用さ

れ、ようやく一一息ついたところである。したがって、

私見については批判される部分もあることは理解しつ

つも、多少なりとも語ることが許されるのではない

か、と考えている。この教員評価システムは、事態や状況の変化に対応

可能なものとするため、学長交代の機会においてのみ

大きく改正することが可能である。もともとの教員評

価システムを導入した岡村前学長がこの平成20年3

月で退任されたので、新しい佐久間健大学長の指導の

下で1年程度をかけて改正していくこととなろう。教

員のキャリア向上やFD活動をさらに促進する改正に

なることを期待している。

【注】

注1教員評価システムについての詳細について

は、高知工科大学HP(http://www.kochi-teCh.
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ac.jp/kutJ/gaiyou/hyouka.html)をご参照頂き

たい。
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focusingontheeducationlectureI・(EL)system.Theexplanationisbasedontheuniversity'sestablishedFaculty

Development(FD)objectives,andFDactivitiesprovidedfortheseeducationenhancementactivitiesaredescribed・
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